　当社の貴社に対する平成○年○月△日付の請求に対し、貴社から消滅時効が完成しているとのご回答をいただきました。

　しかし、本件債権につきましては、当社と貴社との間で平成３年１１月３０日に、貴社のご要請に基づいて、平成４年１２月末日まで期限を猶予する旨、合意しております。これは、民法第１４７条第３号の規定する時効中断事由「承認」に該当します。従って、消滅時効は平成３年１１月３０日に中断し、本件債権は消滅しておりません。

　つきましては本件契約に基づく賃金１００万円を、すみやかに、遅くとも本書面到達後１週間以内にお支払い下さいますよう、あらためて請求いたします。　　　　　　　敬具

